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１．はじめに 
 
多くの災害が頻発する現在，災害対応の中心的な役割

を果たすことになる行政機関において，危機管理に関す

る人材育成はますます重要になってきている．防災関連

の人材育成については，例えば，中央防災会議において

「防災に関する人材の育成・活用専門調査会」が設置さ

れるなどしており 1)，その必要性が認識されている．ま

た危機管理，災害対応の人材育成についても，様々な組

織・機関で取り組まれるようになってきている．しかし

人材育成のあり方については模索段階にあり，効果的な

方法を示していくことが求められている． 
防災に関する人材育成について，林(2005)は体系的な

研修実施の必要性に言及するとともに，阪神・淡路大震

災の対応従事者の議論をとりまとめ，防災を担う理想の

人材像を示している 2)．研修プログラムについては，指

田・林・長能(2006)，元谷他(2009)においてそのあり方

が検討されている 3)4)．また越山・福留(2006)では，研

修終了後の教育効果の分析を行っている 5)．一方で

Tatsuki(2008)は，防災関連の業務項目を設定し，オペ

レーション，スタッフ，コマンダーとしての能力の項目

があることを示している 6)．しかし人材育成の方法や効

果の検証に関する研究事例は多く蓄積されてはいない． 
そこで本研究では，災害対応に関する研修プログラム

を通じた人材育成における効果と課題について検討する

ことを目的とする．研修プログラムの素材として，人と

防災未来センターで実施されている地方自治体防災担当

職員を対象とした研修プログラム（災害対策専門研修）

をとりあげる．本研修プログラムは，自然災害における

対応能力の向上をねらいとしたものである． 
本研究では，災害対策専門研修を人材育成の手段とし

てとらえ，高めたい能力項目及び知識項目を設定した上

で研修プログラムの効果を把握するとともに，人材育成

において不十分と考えられる要素についても考察を加え

ることに特徴がある．また研修受講後の業務への反映状

況と能力項目及び知識項目との関連性についても分析し，

それらをもとに災害対応に関する能力を高めるための方

策について検討する．分析においては，個別の講義内容

や演習の方法に言及するのではなく，災害対応に関する

能力項目や知識項目を枠組みとしてとらえ，それらの関

連構造をもとに研修の効果と課題を検討する．また地方

自治体における平常時の業務を円滑にすすめられる能力

ではなく，災害対応時における能力とその向上をはかる

ための人材育成のあり方に焦点をあてて検討する． 
 
 
２．災害対応に必要な能力と知識の体系の検討 

 
(1)研修の設計にあたっての基本的な考え方 

自然災害の発生後，地方自治体の防災担当部署は災害

対応において重要な位置をしめることになる．災害対応

にあたる部署においては，平常時の業務とは別の様々な

業務が多く発生する．災害発生後の業務は平常時の業務

とは質的にも量的にも異なるため，災害対応を効率的に

行えるようにするためには，通常の業務の延長線上では

ない部分として，必要な能力と知識を身につけておかな
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ければならない． 
一方で災害発生後には基本的に各機関の首長が災害対

策本部の本部長として対応にあたることになるが，首長

は必ずしも危機管理に関する専門的な知識を有している

わけではない．そのため，首長の指揮調整に関する機能

を補佐するとともに，オペレーションに関わる様々な業

務を効果的に実施するための対応方針を検討することに

おいても中心的な役割を果たすことが求められる． 
そこで，災害対応に関する人材育成の本研修プログラ

ムを設計するに際して，災害時に首長を補佐する役割を

果たすために必要な能力を身につけられるようにするこ

とを目的に据えることとした．そしてそのために必要な

能力を検討し，さらにそれらの能力を身につけられるよ

うにするための講義及び演習の内容を検討し，研修プロ

グラム全体を組み立てた．ここでいう災害対応に関する

能力は，平常時の防災業務に関する能力ではなく，自然

災害が発生した状況において対応を必要とする場面にお

ける能力を念頭に置いている．また研修の制約条件を鑑

み，リーダーシップ等の個人の特性に関する部分は除外

し，比較的短期間のうちに身につけられる知識や技術に

関する能力を対象としている． 
 
(2)検討方法 
「災害発生時に首長の補佐役として適切な対応をとる

ことのできる能力」をもつために必要と考えられる下位

の能力を検討するために，第一に，災害対応に関する調

査・研究の経験者，防災を専門とする研究者，行政機関

において災害対応に従事した経験を有する職員それぞれ

の視点から，上記に関連する項目を抽出することとした．

そのために，人と防災未来センターの研究員及び職員を

参加者として，災害時における行政機関の対応とともに

被災地に生じる課題を鑑みたうえで「災害発生時に首長

の補佐役として適切な対応をとることのできる能力」に

ついて検討することを目的としたワークショップを実施

した．ワークショップの成果として，18 の内容項目が

抽出された． 
次に，抽出された各項目をもとに，人と防災未来セン

ターで実施された 2006 年度災害対策専門研修マネジメ

ントコースにおいて受講者に対して質問紙調査を行った．

質問内容は，上記 18 項目が各回答者に備わっているか

どうかを尋ねる形式である．その回答結果を踏まえ，人

と防災未来センター研究員間でさらに討議し，似かよっ

た能力と判断される項目を集約するとともに，能力項目

の内容についても再検討した．さらに，項目間の関係性

を考慮して各項目を階層化した．その結果，能力項目と

して 6 項目，能力に付随する知識項目として 8 項目に再

構成された．設定した災害対応に必要な能力項目の構成

を図１に，知識項目の構成を表 1 に示す． 
 
(3)能力項目と知識項目の構成 

首長の補佐役に必要な能力として，上位に〔⑤状況の

変化を予測し，各時点において適切な対応方針をたてる

ことができる〕，〔⑥関連する組織・機関との連携を状

況に応じて図ることができる〕の各項目を設定している．

これら能力は，災害対応を局面とする状況において特に

重要な能力だと考えられる．〔⑤〕では，目まぐるしく

状況の変化する災害発生後の状況において，場当たり的

な対応ではなく，各時点における資源の充足状況や課題

の噴出状況を鑑みた上で次の展開を見据え，適切に目標

を定められる能力と位置づけている．〔⑥〕は，災害対

応を必要とする場面では自治体の防災担当部署のみで業

務を完結することは実質的に不可能であり，様々な機

関・部署との連携を必要とすることから，各組織・機関

の特性や権限の範囲をふまえた上で調整をはかることの

できる能力と位置づけている． 
次に〔⑤〕及び〔⑥〕の各能力をもつために必要な下

位の能力項目として，〔①断片的な情報から被害の全体

像を推測できる〕,〔②災害発生後の進展過程を想像す

ることができる〕,〔③災害対応に必要な人的・物的資

源の内容と規模を推測できる〕，〔④災害に関連する法

制度に基づく業務を円滑に実施することができる〕を設

定することにより階層化した． 
〔①〕は，限られた情報の中で被災地域の様相を想起

する能力であり，適切な対応を実施する前提として必要

と考えられる能力である．〔②〕は，被災地域や被災住

民に生じる需要や事態が進展していく中で生じると予測

される問題を想定する能力である．〔③〕は，災害対応

において連携・調整できる機関の特性や求められる規模

を想定できる能力である．〔④〕では，災害対応を実施

する場面においても行政機関は法制度に則った対応をす

表１ 災害対応能力を備えるために必要な知識項目

(1) 災害を発生させる基本的なメカニズムを認識できる 

(2) 平常時の被害予測から地域の災害時の弱点を認識で
きる 

(3) 災害発生後に社会に生じる基本的な課題を認識できる

(4) 住民の災害対応行動に基づく課題を認識できる 

(5) 災害対応に必要な人的・物的資源の内容と関連組織
を認識できる 

(6) 災害対応を行うための部局内の効果的な体制を認識
できる 

(7) 災害時における報道機関への対応課題を認識できる 
(8) 災害に関連する法制度に基づく業務を認識できる 

図１ 設定した災害対応に必要な能力の構成 
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ることが求められることから，法制度の範囲や権限に基

づいた対応を行える能力と位置づけている． 
上記のような能力項目の体系をもとに，それらの能力

をもつために必要な知識として表 1 に示した 8 個の知識

項目は設定されている．ただし，6 項目の能力項目と知

識項目との項目間の関連性までは設定していない．以降

では，上記の項目を用いて研修の効果と課題について分

析する． 
 
 
３．調査内容と分析の枠組み 
 
(1)研修プログラムの構成 

本研究では，前述のとおり，人と防災未来センター災

害対策専門研修マネジメントコース研修プログラムをも

とに検討する．マネジメントコースの主な受講対象者は

地方自治体の防災担当職員である．またマネジメントコ

ースの中でも受講者数の多い【ベーシックコース（以下，

BA コース）】,【エキスパートコース A（以下，EA コ

ース）】 ,【エキスパートコース B（以下，EB コー

ス）】を対象とする(1)．表 2 に研修プログラムの概要を

示す． 
【BA コース】は，【EA コース】及び【EB コース】

と比較して基礎的な内容を重視したカリキュラム構成で

ある．【EA コース】及び【EB コース】では，受講要

件として，防災担当部署において複数年の経験を有する

か【BA コース】を受講していること，もしくは過去に

同等とみとめられる研修を受講していることとしている
(2)．また受講者の職階・職級によってコースを分けるこ

とはしていない． 
各コースのカリキュラム構成を表 3 に示す．【BA コ

表２ 対象とする研修プログラムの概要 

目的 
行政機関において災害対応に必要な知識の獲得、
及び、災害発生時において首長の補佐役として適切
な対応をとることのできる人材の育成 

カ リ キ ュ ラ
ムの構成 

ベーシックコース（定員 40 名）、エキスパートコース A
（定員 20 名）、エキスパートコース B（定員 20 名） 

対象者 地方自治体における防災・危機管理担当者、省庁の
防災担当者 等 

実施機関 人と防災未来センター 

実施時期
春期（5～6 月） 秋期（10～11 月） 
各年とも 2 回開催 

期間 月～金曜日の 5 日間（月曜日午前中は開会式等） 
1 日 4 限 （1 限：75 分間） 

講師 
大学教員、防災関連民間コンサルタント・NPO 職
員、省庁防災担当職員、阪神・淡路大震災等の災害
対応経験者、人と防災未来センター研究員 

募集方法

都道府県・市町村自治体・省庁への郵送及びホーム
ページを通じた募集 
※エキスパートコース A 及び B の募集に際しては、

防災担当部署での経験年数もしくはベーシックコ
ース修了等の条件を課している 

表３ 研修プログラムの構成 

コース 各コマの名称 形式 
時限
数 

対象とした主な 
知識項目 

対象とした主な
能力項目 

センター展示施設見学ワークショップ 〔演習〕 2 (3)(4) ② 
災害をもたらす自然現象の理解（地震・津波） 〔講義〕 1 (1) ① 
災害をもたらす自然現象の理解（2007：土砂災害 2008：地盤災害） 〔講義〕 1 (1) ① 
災害をもたらす自然現象の理解（風水害） 〔講義〕 1 (1) ① 
災害現象の理解（建物被害・火災） 〔講義〕 1 (1) ① 
ライフライン被害の様相 〔講義〕 1 (1)(2)(3) ①② 
災害過程論 〔講義〕 1 (3)(4) ② 
被災社会の様相 〔講義〕 1 (3) ② 
都市の復興 〔講義+巡検〕 2 (3)(4) ② 
リスクコミュニケーション概論 〔講義〕 1 (4) ② 
危機管理総論 〔講義〕 1 (3)(4)(5)(6)(8) ②③④⑤⑥ 
災害関連法体系基礎 〔講義〕 1 (8) ④ 
地域防災計画論 〔講義〕 1 (8) ④ 
阪神・淡路大震災における行政の対応 〔講義+討論〕 2 (3)(4)(5)(6)(7)(8) ②③④⑤⑥ 

ベーシック 
コース 

全体討論会 〔演習+討論〕 1 (2)(3)(4) ①② 
災害事例ワークショップ 〔演習〕 2 (3)(4)(5)(6) ②③⑤⑥ 
国の災害対応（内閣府・消防庁・厚生労働省） 〔講義〕 2 (5)(8) ③④ 
防災計画・マニュアルの考え方 〔講義〕 1 (6) ③⑥ 
市民社会ワークショップ 〔演習〕 2 (3)(4)(5)(6) ②③⑥ 
災害対応各論（医療活動） 〔講義〕 1 (5) ③ 
災害対応各論（組織・ロジスティックス） 〔講義〕 1 (5) ③ 
災害対応概論（初動期） 〔講義〕 1 (3)(5)(6) ②③⑤ 
災害対応概論（応急期） 〔講義〕 1 (3)(5)(6) ②③⑤ 
災害対応概論（復旧・復興期） 〔講義〕 1 (3)(5)(6) ②③⑤ 
災害対応概論（対応業務総論） 〔講義〕 1 (5)(6) ③⑤⑥ 
災害対応演習 〔演習〕 1 (6) ⑤ 
危機対応時の組織論（トップの対応） 〔講義〕 1 (5)(6) ③⑤⑥ 
危機対応時の組織論（情報提供・報道機関対応） 〔講義〕 1 (7) ⑥ 
危機対応時の組織論（情報システム） 〔講義〕 1 (6) ③⑥ 

エキスパート 
コース A 

全体討論会 〔演習+討論〕 1 (3)(4)(5)(6)(7) ②③⑤⑥ 
標準的な災害対応システム論 〔講義〕 1 (6) ③⑥ 
災害情報共有手法 〔講義〕 1 (6) ③⑥ 
災害対応従事者の業務管理論 〔講義〕 1 (6) ③⑥ 
業務継続計画論 〔講義〕 1 (6) ③⑥ 
空間構成設計演習 〔演習〕 2 (6) ③⑥ 
被害認定業務 〔講義〕 1 (5)(6) ③⑥ 
都市巨大災害論 〔講義〕 1 (1)(2)(3) ①② 
被害想定の活用方法 〔講義〕 1 (1)(2) ① 
非公共機間の災害対応 〔講義〕 1 (5) ③ 
2007：行政業務の評価手法 2008：リスクマネジメント概論 〔講義〕 1 (5)(6) ③⑥ 
阪神・淡路大震災における初動体制とあり方 〔講義〕 1 (4)(7) ②③⑥ 
阪神・淡路大震災の復興まちづくりにおける法制度上の課題 〔講義〕 1 (8) ④ 
災害対応データベースを用いた演習 〔演習〕 2 (3)(4) ②⑤ 
災害の対応事例と教訓 〔講義+討論〕 2 (3)(4)(5)(6)(7)(8) ②③④⑤⑥ 

エキスパート 
コース B 

全体討論会 〔演習+討論〕 1 (3)(4)(5)(6)(7)(8) ②③④⑤⑥ 
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ース】では，図 1 に示した能力体系の中で，下位の能力

項目である〔①〕,〔②〕及び〔④〕を中心とした内容

を履修するコースである．【EA コース】は，〔⑤〕の

能力項目を高めることを中心に，【EB コース】では，

〔⑥〕の能力を高めることを中心に構成されており，両

者と関係が強いと考えられる〔③〕についてもそれぞれ

に配分されている．ただし，各コースともに，表 3 に示

した能力のいずれかのみを高めることを目的として構成

されているわけではなく，それぞれのコースを受講する

ことによって全体的な能力を高められることを目的とし

て研修プログラムは構成されている． 
 
(2)調査方法 

調査対象者は，2007 年度及び 2008 年度における災害

対策専門研修マネジメントコース（春期及び秋期）の

【BA コース】,【EA コース】,【EB コース】の受講者

全員である．調査対象者（受講者）の属性を図 2(1)～
(3)に示す．図 2(1)より所属別では，各コースとも市町

村，都道府県の職員が多いことが確認される．また職

階・職級別では，図 2(2)より，課長級以上の割合は

20%以下程度であり，多くの受講者は係長級以下の職

階・職級である．防災担当の経験年数別では，図 2(3)よ
り，【BA コース】では半年未満の職員が 40%以上をし

めていることが特徴である． 
調査票の配布は，1 受講者に対して各コースの研修受

講前，研修受講後，研修終了後のフォローアップ調査と

して計 3 度実施した．「研修受講前」においては開講式

前後の時間帯に調査票を配布，「研修受講後」は各コー

ス修了後の閉講式前の時間帯に配布し，回答してもらっ

た．フォローアップ調査は，研修終了から約 3 ヶ月後に

E-mail を通じて各受講者に pdf ファイルで調査票を配

布し，郵送回収した．フォローアップ調査の回収率は，

【 BA コ ー ス 】 77.7%(122/157) ， 【 EA コ ー ス 】

86.3%(69/80)，【EB コース】82.6%(57/69)であった．  

(3)分析の枠組み 

教育・人材育成に関する評価として，表 4 に示す

Kirkpatrick の 4 段階評価法の概念が多く取り入れられ

ている 7)．本研究では，表 4 に示した各段階の中で，研

修に対する満足度（第 1 段階）ではなく，研修コース別

に知識項目と能力項目の獲得状況を受講者の自己評価か

ら確認（第 2 段階）した上で各項目間の関連構造から研

修の効果と課題について分析すること，研修を通じた業

務への影響（第 3 段階）についても把握することをねら

いとしている(3)． 
研修受講者に対する調査では，研修受講前及び研修受

講後の各段階において，能力項目と知識項目の受講者の

自己評価を把握する．主な調査項目は，図 1 に示した能

力項目，表 1 に示した知識項目である．またフォローア

ップ調査時には，能力項目及び知識項目に関する自己評

価とともに，研修を受講したことによる効果として個人

の業務への影響，組織の業務への影響についても尋ねた．

分析においては，図 1 及び表 1 で示した能力と知識の構

成の枠組みをもとに検討する． 
以降，第４章では，研修受講前，研究受講後，フォロ

ーアップ調査時の各段階における知識項目と能力項目の

自己評価結果を確認する．第５章においては，研修受講

前後における各項目の自己評価間の関連構造から学習効

果の関連構造を分析する．次に第６章では，フォローア

ップ調査の結果をもとに，個人業務への影響，組織業務

への影響について把握するとともに，それらを規定する

能力項目及び知識項目を分析する．それらをもとに，研

修プログラムを通じた人材育成の効果と課題を検討する． 

 

 

４．知識項目と能力項目に関する受講者の評価 
 
ここでは，研修カリキュラムの受講前，受講後及びフ

ォローアップ調査時の各時点における能力項目及び知識

項目に対する受講者の自己評価結果をみていく． 
 
(1)知識項目に関する評価結果 

はじめに，各段階における知識項目の自己評価結果に

ついて確認する．表 1 に示した各知識項目に関して，各

コースの研修の受講前，受講後及びフォローアップ調査

時の各段階においてそれぞれ，「他の自治体も含めた防

災担当部署に所属している行政職員が持っていると思う

平均的な知識に関する能力と比較して，あなたにはどの

程度備わっていると思いますか」という設問に対し，各

項目とも「１．まったく備わっていない」から「５．非

常に備わっている」の 5 段階で尋ねた．以下では，「１．

まったく備わっていない」を 1 点，「５．非常に備わっ

ている」を 5 点とし，順序尺度を間隔尺度と見なして集

計・分析する．表 5 にコース別の各時点における回答の

集計結果（平均値）を示す． 
次に各時点間の自己評価結果の差をみるために，各コ

ースの各項目に対して，各時点間の知識の自己評価結果

に相違はないことを帰無仮説とした一元配置分散分析

〔対応あり〕（反復測定）を行った．分析の結果，どの

項目においても 1.0%の水準で統計的に有意な差がみら

表４ Kirkpatrick の 4 段階評価法 
Level 4 Results （業務向上） 
Level 3 Behavior （行動変容） 
Level 2 Learning （学習効果） 
Level 1 Reaction （満足度） 

図２(1) 回答者の属性（所属別） 
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図２(2) 回答者の属性（職級・職階別）
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図２(3) 回答者の属性（経験年数別）
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れた． 
次に，研修の受講前及び受講後の回答結果のみを用い

て，両時点に差はないことを帰無仮説とした t 検定（対

応あり）を実施した結果，ほぼすべての項目において

1.0%の水準で統計的に有意な差がみられた（【EA コー

ス】における〈(1)〉のみ p<0.05 の水準で有意差あり）．

対して研修受講後及びフォローアップ調査時における回

答結果について同様の分析（対応のあるサンプルの t 検

定）をした結果，統計的に有意な差がみられたのは，

【EA コース】における〈(1)〉(t=4.11, p<0.001)，【EB
コース】の〈(4)〉(t=2.10, p<0.05)及び〈(7)〉(t=2.27, 
p<0.05)，の各項目のみであった． 
このことより，おおよその傾向として，研修カリキュ

ラムの受講前後においては知識項目に対する自己評価は

向上しており，その後のフォローアップ調査時点と研修

受講後との自己評価の結果には大きな差はみられないこ

とが把握される． 
 
(2)能力項目に関する評価結果 

能力項目の評価結果についてもみていく．各コースの

研修の受講前，受講後及びフォローアップ調査時の各時

点において，図 1 に示した各能力項目に対して，「他の

自治体も含めた防災担当部署に所属している行政職員が

持っていると思う巨大災害時の災害対応に関する平均的

な能力と比較して，あなたにはどの程度備わっていると

思いますか」という設問に対し，各項目とも「１．まっ

たく備わっていない」から「５．非常に備わっている」

の 5 段階で尋ねた．以下では，「１．まったく備わって

いない」を 1 点，「５．非常に備わっている」を 5 点と

し，順序尺度を間隔尺度と見なして集計・分析する．表

6 に集計結果（平均値）を示す． 
前述した知識項目の評価結果と同様にして，各時点間

の自己評価結果の差をみるために，各コースの各項目に

対して，各時点間の能力の自己評価結果に相違はないこ

とを帰無仮説とした反復測定（対応のあるサンプルの一

元配置分散分析）を実施した．分析の結果，どの項目に

おいても 1.0%の水準で統計的に有意な結果となった． 
次に研修受講前及び受講後の評価に関する t 検定の結

果，各コースの各項目ともに 1.0%の水準で統計的に有

意な差がみられた．一方で受講後及びフォローアップ調

査時のデータを用いた t 検定の結果については，統計的

に有意な差がみられたのは【BA コース】における

〔③〕(t=2.05, p<0.05)，【EB コース】の〔①〕(t=2.43, 
p<0.05)及び〔②〕(t=2.04, p<0.05)の各項目であった． 

これらの結果より，知識項目の評価結果と同様にして，

研修受講前後では能力の自己評価の向上がみられ，フォ

ローアップ調査時においても受講後の評価結果と同程度

の自己評価となっている傾向にあることが確認される． 
 
 
５．研修カリキュラム受講前後における知識及び

能力の評価の関係 

 
(1)分析方法 

次に，研修カリキュラムの受講による知識及び能力の

向上の関係を構造的に把握するためにパス解析を実施す

る．ここでは，研修カリキュラムの構成と能力及び知識

の向上に関する評価の関連性を検討することをねらいと

している． 
分析においては，受講前後における知識項目及び能力

項目を用いて，各コースのサンプルごとに，受講後の自

己評価結果から受講前の自己評価結果を減じることによ

って自己評価の向上度合いに関するデータを項目ごとに

算出した．このデータを用いて，コース別にパス解析を

行うことによって項目間の関連構造を分析した． 
パス解析を実施するにあたっては，8 個の知識項目間

全てに共分散を設定し，各知識項目から各々6 個の能力

項目すべてにパスを引くとともにそれぞれに誤差変数を

設定し，〔①〕～〔④〕の各能力項目から〔⑤〕及び

〔⑥〕の各能力項目にもパスを引いた状態を初期設定の

モデルとした．この初期設定モデルをもとに，統計的に

有意でない確率の高いパスから順に 1 つずつ削除するこ

表６ 研修受講前後及びフォローアップ調査時点の主観的能力評価に関する集計結果 
 【BA コース】 【EA コース】 【EB コース】 

項目 研修
前 

研修 
後 

フォロー
アップ時

研修
前 

研修 
後 

フォロー
アップ時 

研修 
前 

研修 
後 

フォロー
アップ時

①断片的な情報から被害の全体像を推測できる 2.30 3.55 3.48 3.03 3.47 3.51  2.97 3.49 3.72 
②災害発生後の進展過程を想像することができる 2.23 3.73 3.64 2.95 3.72 3.64  3.02 3.63 3.84 
③災害対応に必要な人的・物的資源の内容と規模を推測できる 2.04 3.35 3.13 2.73 3.37 3.41  2.69 3.42 3.46 
④災害に関連する法制度に基づく業務を円滑に実施することができる 1.88 3.08 2.88 2.53 3.17 3.14  2.65 3.14 3.23 
⑤状況の変化を予測し、各時点において適切な対応方針をたて

ることができる 
2.10 3.44 3.18 2.70 3.58 3.42  2.80 3.55 3.56 

⑥関連する組織・機関との連携を状況に応じて図ることができる 2.26 3.49 3.42 3.00 3.57 3.57  3.02 3.49 3.56 

表５ 研修受講前後及びフォローアップ調査時点の主観的知識評価に関する集計結果 
 【BA コース】 【EA コース】 【EB コース】 

項目 研修
前 

研修 
後 

フォロー
アップ時

研修前
研修 
後 

フォロー
アップ時 

研修 
前 

研修 
後 

フォロー
アップ時

(1)災害を発生させる基本的なメカニズムを認識できる 2.56 3.80 3.80 3.33 3.51 3.80  3.38 3.70 3.88 
(2)平常時の被害予測から地域の災害時の弱点を認識できる 2.46 3.51 3.57 3.21 3.60 3.61  3.19 3.58 3.65 
(3)災害発生後に社会に生じる基本的な課題を認識できる 2.42 3.75 3.59 3.18 3.67 3.65  3.09 3.59 3.77 
(4)住民の災害対応行動に基づく課題を認識できる 2.34 3.70 3.52 2.97 3.59 3.58  2.92 3.47 3.67 
(5)災害対応に必要な人的・物的資源の内容と関連組織を認識できる 2.24 3.44 3.34 3.03 3.56 3.64  2.95 3.53 3.63 
(6)災害対応を行うための部局内の効果的な体制を認識できる 2.35 3.37 3.43 3.03 3.55 3.49  2.98 3.58 3.61 
(7)災害時における報道機関への対応課題を認識できる 2.13 3.14 3.07 2.74 3.51 3.43  2.77 3.28 3.56 
(8)災害に関連する法制度に基づく業務を認識できる 1.99 3.22 2.91 2.63 3.26 3.22  2.70 3.11 3.25 
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とによってパス解析を繰り返し実施し，最終的に 5.0%
の水準で有意なパスのみが残った段階で分析を終了した．

各コースの最終的な分析結果を図３～５に示す(4)． 
 

図３ 受講前後の能力及び知識の向上に関する主観的評価における項目間の関連構造の分析結果（ベーシックコース） 

図４ 受講前後の能力及び知識の向上に関する主観的評価における項目間の関連構造の分析結果（エキスパートコース A） 

図５ 受講前後の能力及び知識の向上に関する主観的評価における項目間の関連構造の分析結果（エキスパートコース B） 
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応課題を認識できる

(6)災害対応を行うための部局内の
効果的な体制を認識できる

(5)災害対応に必要な人的・物的資
源の内容と関連組織を認識できる
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業務を認識できる
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的な課題を認識できる

②災害発生後の進展過程を想像する
ことができる

④災害に関連する法制度に基づく業
務を円滑に実施することができる

③災害対応に必要な人的・物的資源
の内容と規模を推測できる

①断片的な情報から被害の全体像を
推測できる

⑤状況の変化を予測し、各時点にお
いて適切な対応方針をたてることがで
きる

⑥関連する組織・機関との連携を状
況に応じて図ることができる
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(4)住民の災害対応行動に基づく課
題を認識できる

(2)平常時の被害予測から地域の災
害時の弱点を認識できる

(1)災害を発生させる基本的なメカニ
ズムを認識できる

(7)災害時における報道機関への対
応課題を認識できる

(6)災害対応を行うための部局内の
効果的な体制を認識できる

(5)災害対応に必要な人的・物的資
源の内容と関連組織を認識できる

(8)災害に関連する法制度に基づく
業務を認識できる

(3)災害発生後に社会に生じる基本
的な課題を認識できる

②災害発生後の進展過程を想像する
ことができる

⑤状況の変化を予測し、各時点にお
いて適切な対応方針をたてることがで
きる

④災害に関連する法制度に基づく業
務を円滑に実施することができる

⑥関連する組織・機関との連携を状
況に応じて図ることができる

③災害対応に必要な人的・物的資源
の内容と規模を推測できる

①断片的な情報から被害の全体像を
推測できる
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(2)各コース別の分析結果 

a)【BA コース】に関する分析結果 

【BA コース】においては，災害対応に関する基礎的

な能力となる〔①〕，〔②〕，〔④〕の各能力項目を高

めることを中心として構成されているコースである．そ

のために，〈(1)〉,〈(3)〉,〈(4)〉,〈(8)〉の知識項目を

身につけることを中心とした研修の構成としている．

〈(2)〉については，各自治体においてそれぞれに地域

特性があるため，この項目の強化のための講義に重点を

おいてはいない． 
図３より，知識項目から能力項目に対するパスについ

てみていく．〔①〕に対しては，特に〈(1)〉からのパ

スを中心として，〈(2)〉,〈(3)〉,〈(4)〉からのパスも

想定した構成としていた（表 3 参照）．しかし，

〈(1)〉から〔①〕へのパスについては，分析結果から

は関連性がみられなかった．逆に〈(4)〉から〔①〕へ

のパスについては，強い規定要因になっていることが把

握される． 
〔②〕に対しては，〈(3)〉及び〈(4)〉からのパスが

統計的に有意な結果であり，研修の構成とは合致してい

る結果であった．〔④〕に対しては，〈(8)〉からのパ

スが有意な値であり，関連する効果が確認された． 
知識項目からのパスについてみると，〈(4)〉につい

ては多くの能力項目の規定因となっており，能力を高め

るための効果はあったことが把握される．一方で

〈(1)〉からのパスについては，研修カリキュラムの設

定でねらいとしていた効果がみられない結果であった． 
b)【EA コース】に関する分析結果 

【EA コース】については，〔⑤状況の変化を予測し，

各時点において適切な対応方針をたてることができる〕

の能力を高めることを中心としており，そのために

〔②〕,〔③〕,〔④〕の能力項目にも重点をおいたカリ

キュラム構成である．また知識項目としては，〈(3)〉,
〈(4)〉,〈(5)〉,〈(6)〉,〈(7)〉の各項目を中心に並べて

いる構成である． 
図４より，〔⑤〕に対しては，〔②〕,〔④〕からの

パスについては関連性がみられたが，〔③〕,〔①〕か

らのパスは統計的に有意な関連性はみられなかった．本

コースでは〔②〕及び〔③〕の能力を高めることによっ

て〔⑤〕についても高めることをねらいとしていること

から，〔③〕から〔⑤〕へのパスが有意とならないこと

は課題である．また〔③〕に対しては，特に〈(5)〉の

知識項目との関連を想定しているがつながりはみられな

いことから，この部分を関連づけられるようにすること

も研修設計上の課題として指摘できる．また知識項目か

らのパスとしては，〈(3)〉,〈(6)〉からの影響がみられ

ない結果であった． 
c)【EB コース】に関する分析結果 

【EB コース】については，〔⑥関連する組織・機関

との連携を状況に応じて図ることができる〕に関する能

力を高めることに重点をおいているコースであり，

【EA コース】と同様，〔②〕,〔③〕,〔④〕の能力と

の関連性から能力を高めるようにする構成としている．

そのために，〈(6)〉及び〈(5)〉の知識項目についても

重点がおかれている． 
図５より，〔⑥〕に対しては，〔②〕及び〔④〕から

は統計的に有意なパスがひかれるが，〔③〕からのパス

係数は有意な値にはならなかった．ただし〈(5)災害対

応に必要な人的・物的資源の内容と関連組織を認識でき

る〉からのパスは有意な関連性がみられることから，知

識としての効果はあったと判断されていることがわかる． 
知識項目について着目すると，本コースで重点を置い

ている〈(6)〉及び〈(5)〉の各項目からは複数の能力項

目に対して有意なパスとなっており，能力の向上に寄与

していると判断されていることが把握される．一方で本

コースでは〔①〕及び〔②〕の能力についても補完する

講義・演習も設けていたが，これらについては〔⑤〕に

対して，また〈(2)〉と〔⑥〕との関連がみられること

から，関連性があると判断されていることが把握される． 
 
 
６．研修プログラムの受講による業務への影響に

関する分析 

 
ここでは，フォローアップ調査の回答結果をもとに，

研修カリキュラムを受講したことによる業務への影響に

関する評価を把握するとともに，その影響評価と知識評

価及び能力評価の関連性について分析する． 
 
(1)研修受講による業務への影響評価 

はじめに，個人業務への影響に関する評価を把握する．

質問は，平常時の業務に関連する各項目に対して，研修

を受講したことによる影響について「１．まったく影響

なかった」から「５．非常に影響があった」の 5 段階で

尋ねた．以下では，「１．まったく影響なかった」を 1
点，「５．非常に影響があった」を 5 点というようにし，

順序尺度を間隔尺度とみなして集計・分析する．図６に

各個人業務への影響に関する回答の集計結果を示す． 
図６より，各コースともに，各業務に対して影響があ

たえられていることが把握される．特に，［ⅷ.防災関

連業務の内容と目的を理解する］，［ⅱ.組織の災害対

応の課題を見つける］の各項目において効果のあったこ

とが把握される．  
次に組織業務への影響に関する評価について確認する．

質問は，所属する組織の業務に関連する各項目に対して，

研修を受講したことによる影響を「１．まったく影響な

かった」から「５．非常に影響があった」の 5 段階で尋

ねた．組織業務への影響についても個人業務への影響に

関する方法と同様にして集計・分析した．各組織業務へ

の影響に関する回答結果を図７に示す． 
組織業務については，全体的な傾向として個人業務と

図６ 個人業務への影響評価に関する集計結果 
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比較して影響は少ない結果であった．各項目の中で相対

的に大きな影響があったと評価されている項目は，[Ⅱ.
災害対応時の組織の編成]，[Ⅲ.図上演習の実施・設計]，
[Ⅳ.緊急時等の対応マニュアル]，[Ⅶ.住民向けの防災講

習会]である．  
 
(2)個人業務への影響評価と知識評価及び能力評価の関係 

次に，個人業務への影響評価と知識項目及び能力項目

の関連性について分析する．各業務に影響を与えている

知識項目の評価，能力項目の評価を把握するために，個

人業務への影響評価の回答結果と知識項目及び能力項目

の評価に関するデータを用いて重回帰分析を実施する． 
各個人業務項目を非説明変数とし，知識項目の評価，

能力項目の評価を説明変数としてそれぞれに分析を行っ

た．研修カリキュラムの各コースについてはダミー変数

とし，説明変数の一つとして挿入した．分析はステップ

ワイズ法によって行い，5.0%水準で統計的に有意な変

数までを採用することとした．知識項目及びコース別の

ダミー変数を説明変数とした分析結果を表７に，能力項

目及びコース別のダミー変数を説明変数として実施した

分析結果を表８に示す． 
表７より，各業務に影響を与えている知識項目の変数

としては，〈(6)〉を規定要因としている業務項目が多

いことが把握される．また〈(2)〉,〈(7)〉ついても，複

数の業務項目との関連性がみられた．個人業務の影響評

価と能力項目の評価の関係については，表８より，

〔⑤〕を規定要因としている業務項目が多いことが把握

される．また〔③〕も複数の業務項目に対する規定因に

なっていることが把握される． 
 
(3)組織業務への影響評価と知識評価及び能力評価の関係 

組織業務への影響評価に対する知識評価及び能力評価

の効果について分析をすすめる．分析方法は，個人業務

の影響評価の分析方法と同様，組織業務の影響評価を非

説明変数とし，知識評価及び能力評価の各項目を説明変

数として重回帰分析を実施することにより行った．各コ

ースについてはダミー変数として挿入し，分析において

はステップワイズ法を用いて行い，5.0%の水準で有意

となる係数を採用した．知識項目，能力項目に関するそ

れぞれの重回帰分析の結果を表９，表 10 に示す． 
組織業務への影響評価と知識項目の評価との関係性に

ついては，表９より，〈(2)〉が多くの組織業務項目に

影響を及ぼす要因になっていることが把握される．研修

プログラム全体の中で〈(2)〉の知識項目を獲得する内

容については各コースともに相対的に少ない配分であっ

たが，組織業務の影響に対して大きな要因となっている

ことが把握される．また表 10 より，組織業務への影響

評価と能力項目の評価との関係についてみると，〔⑤〕

が多くの項目の規定要因になっていることが把握される．

特に，[Ⅱ],[Ⅲ],[Ⅸ],[Ⅹ]等の行政機関内での業務に関連

した項目との関連性がみられる．また〔②〕については，

[Ⅵ],[Ⅶ],[Ⅷ]に示される特性である住民を対象とした業

務項目と関連している結果であった． 

表７ 個人業務への影響評価と知識評価の関連性に関する分析結果 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)  
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(ⅰ)所属部署の災害対応体制の変更を 
提案・実施する -*** -*** -*** -*** -*** 0.28*** -*** -***-0.19** -** 0.35

(ⅱ)組織の災害対応策の課題を見つける -*** -*** -*** 0.20*** -*** 0.21*** -*** -*** -** -** 0.35
(ⅲ)住民向けに防災計画や業務の説明をする -*** 0.20*** -*** -*** -*** 0.23*** -*** -*** 0.13** -** 0.39

(ⅳ)業務の中で新しい計画や事業を 
提案・実施する -*** -*** -*** -*** -*** 0.24*** 0.16*** -***-0.17** -** 0.42

(ⅴ)地域にある防災上の課題を見つける -*** 0.18*** 0.24*** -*** -*** -*** -*** -*** -** -** 0.36
(ⅵ)防災に関連する組織・機関の 

役割と相互関係を理解する -*** -*** -*** -*** 0.26*** -*** -*** 0.23*** -** -** 0.43
(ⅶ)従来の組織の考え方にとらわれない視点か

ら災害対策のアイデアを提案する -*** -*** -*** -*** -*** 0.23*** 0.16*** -*** -** -** 0.34

(ⅷ)防災関連業務の内容と目的を理解する 0.17*** -*** -*** -*** -*** 0.21*** -*** -*** -** -** 0.32
(ⅸ)防災業務に関連する事項を 

上司や関連部署に説明する -*** 0.24*** -*** -*** -*** -*** 0.23*** -*** -** -** 0.40
***p<0.001  **p<0.01  *p<0.05

図７ 組織業務への影響評価に関する集計結果 
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７．研修プログラムを通じた人材育成の効果と課

題に関する考察 
 
これまで，災害対応に必要な能力項目と知識項目の体

系を設定し，それらをもとに研修の効果について分析し

てきた．ここでは，これらの結果をふまえ，研修プログ

ラムの課題と人材育成のあり方について検討する． 
 
(1)被災地域の全体像を推測できる能力の向上に関する課題 

災害の発生直後において，効果的な対応を行うために

は被災地域の全体像を掌握することが重要である．しか

しこの時点での情報は限られており，場合によっては情

報が全く入らない地区もある．そういった中で，断片的

にある情報を組み合わせ，被災地域の状況を想起するこ

とは，災害対応の中心となる行政機関にとって重要なこ

とである．本研究で示した災害対応に関する能力の体系

でも〔①断片的な情報から被害の全体像を推測できる〕

としてあげるとともに，研修プログラムにおいてもこの

能力を向上させるために，〈(1)〉,〈(2)〉の知識項目と

の関連性を想定した上で，特に【BA コース】で重点的

に配分している（表 3 参照）． 
しかし分析結果からは，図３に示したとおり，

〈(1)〉から〔①〕への関連性は示されなかった．いわ

ゆる自然科学的な部分としての自然現象のメカニズムに

関する各講義（表３に示した「災害をもたらす自然現象

の理解」等の講義）は構成されていたが，そこから被害

の推定をする能力を身につけられるようにする内容とし

ては不十分な結果であった．【EB コース】における結

果においても，〈(1)〉から〔②〕に対する効果はみら

れたが，〔①〕との関連性まではみられない結果であっ

た（表 3 及び図５参照）．また，〔①〕の能力を高める

ためには〈(2)〉の知識内容を獲得することが有効と考

えられるが，分析結果からこのことは示された（図３,
図４,図５）． 
各自治体の地域状況をふまえた上で，〔①〕の能力を

高めるためには，自然現象のメカニズムの理解をもとに，

どの程度の被害がどこで起こっているか，どういった状

況になっているのかを想像できるようにするような内容

をより補強することは必要だと考えられる．そのために

は，例えば，自然現象の条件（地震の発生時刻や発生箇

所，マグニチュード，天候など）と地域の条件（地形，

人口・世帯構成の分布，市街地環境，社会活動状況な

ど）に関する情報を示した上で，被害の規模（建物被害

数などの想定）や様相（延焼火災の危険区域や孤立地域

の想定，鉄道被害の危険性など），さらにその後に生じ

る被災者からの需要や課題などを想定するような演習を

通じて，自然現象の条件をもとに被災地域に生じている

（可能性がある）状況を想像できるようにする能力を高

められるようにすることも有効だと考えられる． 
 
(2)災害発生後の進展過程の変化の推測と適切な対応方

針をたてる能力の向上に関する課題 

研修プログラムの中では，災害対応を必要とする場面

において次の局面を予測した上で先を見据えた対応をと

れるようにする能力を向上させることを重要な位置づけ

にしている．そのために〔⑤状況の変化を予測し，各時

点において適切な対応方針をたてることができる〕の能

力項目を設定し，【EA コース】において〔⑤〕を高め

られるようにする構成とし，〔②〕,〔③〕に関する講

義・演習についても重点的に配置している（表３）． 
分析結果からは，図４より，〔⑤〕に対して〔②〕の

能力の向上とは強い関連性がみられたが，〔③〕との関

連性はみられなかった．〔⑤〕の能力については，

〔③〕の能力に基づくことによってより高められると考

えられるため，研修の体系においてこの点を補強するこ

とは重要である．また知識項目との関連性について，

【EA コース】では〈(5)〉から〔③〕の効果はみられな

かったことも課題である．これらのためには，災害対応

における様々な組織や機関の特性とともに必要とされる

資源とその規模に関する内容について，研修プログラム

上で補強することが求められる．そこでは，被災社会に

生じる具体的な課題に対してより適切な対応方針を示せ

るようにするためにも，災害時において被災者に提供す

るべき環境や支援物資，それぞれの課題に対して専門知

識や技能を有する人的資源（例えば，避難施設などにお

ける看護師，介護福祉士による支援など），復旧に要す

表８ 個人業務への影響評価と能力評価の関連性に関する分析結果 
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(ⅰ)所属部署の災害対応体制の変更を提案・実施する -*** -*** -*** -*** 0.33*** -*** -0.14** -** 0.39
(ⅱ)組織の災害対応策の課題を見つける -*** -*** 0.22*** -*** 0.18*** -*** -** -** 0.35

(ⅲ)住民向けに防災計画や業務の説明をする -*** -*** 0.16*** -*** 0.27*** -*** 0.19** -** 0.38
(ⅳ)業務の中で新しい計画や事業を提案・実施する -*** -*** 0.19*** -*** 0.22*** -*** -0.15** -** 0.42

(ⅴ)地域にある防災上の課題を見つける -*** 0.26*** -*** -*** -*** -*** -** -** 0.26
(ⅵ)防災に関連する組織・機関の役割と相互関係を理解する -*** -*** 0.20*** -*** -*** 0.20*** -** -** 0.36

(ⅶ)従来の組織の考え方にとらわれない視点から
災害対策のアイデアを提案する

0.17** -*** -*** -*** 0.20*** -*** -** -** 0.32

(ⅷ)防災関連業務の内容と目的を理解する -*** 0.14*** -*** -*** -*** 0.20*** -** -** 0.30
(ⅸ)防災業務に関連する事項を上司や関連部署に説明する 0.17** -*** -*** -*** 0.24*** -*** -** -** 0.36

***p<0.001  **p<0.01  *p<0.05
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る資機材等の物的資源や構成要素（例えば，災害廃棄物

の処理に必要な資機材や仮置き場等の要素など）につい

て，近年の災害事例を通じて，重要項目と必要な規模や

量に関する知識項目について充当することが有効だと考

えられる． 
また〔⑤〕については，〔①〕の能力とも強く関連し

ていると考えられる．しかし研修カリキュラムにおいて，

【EA コース】では〔①〕の内容については除いている．

研修の効果を相乗的に高めるためには，これらの関連性

に関する講義・演習を補強することも効果的だと考えら

れる． 
 
(3)災害対応に関連する組織・機関との連携に関する能

力の向上に関する課題 

災害時には様々な組織・機関と連携しながら対応にあ

たる必要があるため，〔⑥関連する組織・機関との連携

を状況に応じて図ることができる〕は重要な能力として

位置づけている．〔⑥〕に関する能力の向上に対しては，

【EB コース】において重点的に取り組まれている．ま

た〔⑥〕との関連性が高いと考えられる〔③〕に関する

能力の向上も想定したカリキュラム構成としていた．分

析結果からは，図５より，〔②〕，〔④〕とともに，

〈(5)〉からの効果もみられたことから一定の成果があ

ったと考えられる． 
〔⑥〕の能力については，知識内容とともに態度・行

動に関する内容も重要である．〔③〕の向上との関連性

を強めるとともに全体的な能力の向上のためにも，実際

の災害状況を想定して各組織との連携や対応をシミュレ

ーションするような内容を設定することは最終的には求

められる．これらのための図上訓練を実施することによ

って，総合的に〔⑥〕の能力を高めていくことが有効だ

と考えられる． 
 
(4)業務への影響についての効果に関する検討 

行動の変容に関して，個人業務への反映については，

表７より，〈(6)〉が重要な規定因になっていることが

示された．災害対応時の体制のあり方を検討できる知見

を身につけることによって，平常時から所属部署におけ

表 10 組織業務への影響評価と能力評価の関連性に関する分析結果 
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ー
ス:

０) 

重
相
関
係
数 

(Ⅰ)地域防災計画の修正 -*** 0.15*** -*** 0.19*** -*** -* -* 0.30
(Ⅱ)災害対応時の組織の編成 -*** 0.15*** -*** -*** 0.20*** -*** -* 0.14** 0.37

(Ⅲ)図上演習の実施・設計 -*** -*** -*** -*** 0.29*** -*** -* -* 0.29
(Ⅳ)緊急時等の対応マニュアル -*** 0.24*** -*** -*** -*** -* -* 0.24

(Ⅴ)住民対象の避難訓練 -*** -*** -*** -*** 0.23*** -*** -* -* 0.23
(Ⅵ)住民向けのパンフ・冊子の内容 -*** 0.19*** -*** -*** -*** -*** -* -* 0.19

(Ⅶ)住民向けの防災講習会 -*** 0.27*** -*** -*** -*** -*** -* -0.13** 0.29
(Ⅷ)住民に対する情報提供方法 -*** 0.27*** -*** -*** -*** -*** -* -* 0.27

(Ⅸ)防災に関する条例 -*** -*** -*** -*** 0.22*** -*** -* -* 0.22
(Ⅹ)ハザードマップの内容 -*** -*** -*** -0.15*** 0.34*** -*** -* -* 0.29

***p<0.001  **p<0.01  *p<0.05

表９ 組織業務への影響評価と知識評価の関連性に関する分析結果 
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(Ⅰ)地域防災計画の修正 -*** 0.18*** -*** -*** -*** -*** -*** 0.15** -** 0.13*** 0.31
(Ⅱ)災害対応時の組織の編成 -*** -*** -*** -*** -*** 0.26*** -*** -** -0.19** -*** 0.33

(Ⅲ)図上演習の実施・設計 -*** 0.15*** -*** -*** -*** -*** 0.15*** -** -** -*** 0.26
(Ⅳ)緊急時等の対応マニュアル -*** -*** -*** -*** -*** 0.21*** -*** -** -0.13** -*** 0.26

(Ⅴ)住民対象の避難訓練 -*** 0.29*** -*** -*** -*** -*** -*** -** -** -*** 0.29
(Ⅵ)住民向けのパンフ・冊子の内容 -*** 0.22*** -*** -*** -*** -*** -*** -** -** -*** 0.22

(Ⅶ)住民向けの防災講習会 -*** 0.30*** -*** -*** -*** -*** 0.17*** -0.25** -** -*** 0.34
(Ⅷ)住民に対する情報提供方法 -*** 0.27*** -*** -*** -*** -*** -*** -** -** -*** 0.27

(Ⅸ)防災に関する条例 -*** -*** -*** -*** -*** -*** -*** 0.13** -** -*** 0.13
(Ⅹ)ハザードマップの内容 -*** 0.18*** -*** -*** -*** -*** -*** -** -** -*** 0.18

***p<0.001  **p<0.01  *p<0.05
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る緊急対応体制についての課題を考えられるようにする

ことは有効な方法であることが把握される． 
また表８より，個人業務への影響としては〔⑤〕の能

力が多くの項目の規定因となっていることが示された．

表 10 より，組織業務への影響についても〔⑤〕の能力

は重要な規定因になっていることが把握される．これは，

〔⑤〕の能力が総合的な能力であることに起因している

ためだと考えられる．研修としても，図 1 に示した下位

の能力項目までだけでなく，上位の能力まで高めていく

ことが効果的だといえる． 
組織業務への影響評価と知識評価の関係についてみる

と，表９より，〈(2)〉が複数の項目の規定因になって

いることが把握された．〈(2)〉の知識項目については，

研修プログラム全体の中では重視した配分とはなってい

なかった．しかし組織の業務への影響を高めるためには

必要な内容であり，災害時に弱点となる基本的な要素の

考え方や想像力をひろげられることは，組織の業務を考

える上では効果的な要素になることが指摘される．その

ためには，「(1)被災地域の全体像を推測できる能力の

向上に関する課題」で示した指摘事項と同様，災害を引

き起こす自然現象の条件と地域環境や社会活動状況を具

体的に設定して被災状況や災害時の課題を検討する演

習・訓練を通じて，被害の全体像をいち早く捉えられる

ようにする能力を高められるようにするとともに，被災

社会に生じる様相や被害の規模を想定するために必要な

知識や想像力を充実させられるようにすることが有効だ

と考えられる． 
 
 
８．おわりに 

 
本研究では，地方自治体防災担当職員を対象とした研

修プログラムの受講者に対する調査結果をもとに，災害

対応に関連する能力を向上させるための人材育成のあり

方と課題を検討した．災害対応に関連する能力項目と知

識項目の構成を検討することによって研修プログラムを

設計するとともに，受講者の評価を通じて知識と能力の

向上に関する関連構造を把握した．さらには，業務への

影響に関する分析まで行ったことにも研究の意義を見い

だしている． 
研修プログラムを通じた人材育成の効果については，

能力の向上に寄与したことが示されるとともに，受講者

の業務へも反映されることが確認された．一方で研修プ

ログラムの各コースのねらいどおりになっていない項目

があることも示された．これらの課題を踏まえた人材育

成の方法を検討することは重要である．また本研究で対

象とした研修プログラムでは，主に知識や技術の習得を

中心に構成しているが，災害対応においては，実行力，

調整力といった側面も必要になる．そのため，より総合

的に人材育成を行っていくためには，図上訓練や演習を

加えた研修の体系を検討することも求められる． 
本研究で示した災害対応に関する能力の構成について

は，様々な災害対応事例をもとに検討したものである．

一方で個々の災害対応の場面では，その他の知識や能力

を必要とすることは，当然でてくると考えられる．また，

災害の特性や求められる対応は時代とともに変容してき

ている．そのため，それらの動向を踏まえて，本研究で

設定した災害対応に求められる能力体系の検証を含め，

人材育成のあり方を検討することが求められる．これら

は今後の課題である． 
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補 注 
 
(1) この他に，より上位に位置するコースとして「アドバンス

トコース」があるが，受講者数が少ないことを理由として
本研究の対象からは除外している． 

(2) 【BA コース】と比較して，【EA コース】及び【EB コー
ス】ではより少人数で集中して受講する体制をとっており，
それぞれのコースはどちらから受講してもよいことにして
いる． 

(3) なお，第 4 段階は研修を通じた実際の成果を検証する評価
段階であるが，研修では災害に対する効果的な対応に関す
る能力を対象としているため，実際の災害対応を経験しな
ければ第 4 段階までの評価は行えないため，第 4 段階の評
価を行うことは困難だと考えられる． 

(4) 各コースの最終的なモデルの適合度指標については，【BA
コース】では CFI=0.955, RMSEA=0.105，【EA コース】
では CFI=0.893, RMSEA=0.119，【EB コース】では
CFI=0.962, RMSEA=0.098 であり，当てはまり具合が良い
とはいえない．この主な原因は，それぞれのモデルにおい
て〔①〕～〔④〕の各項目間の因果関係を設定せずに分析
をすすめているからである．しかし，本分析ではそれぞれ
のコースの最適なモデルを探索することをねらいとしてい
るわけではなく，上記モデル上において研修受講による効
果を構造的に把握することを目的としている．また，最終
的なモデルと各コースのモデルにおいて修正指数を参考に
して〔①〕～〔④〕間の項目間にパスを設定した上でのモ
デルを比較し，能力項目間のパス係数に大きな相違はみら
れないこと，項目数とパス係数の数を考慮すると考察には
十分に耐えられる程度の適合度指標だと判断し，考察をす
すめることとした． 
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